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事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

○○職職業業訓訓練練（（つつづづきき））  

障害者技能競

技大会（アビ

リンピック）

の開催 

障害者の職業能力の開発と障害者雇用への理解を促進するため、技能競技大会

を開催しています。 

○愛知県障害者技能競技大会（愛知県アビリンピック） 

時期：例年、6 月～7 月頃開催 

種目：洋裁、家具、オフィスアシスタント、写真撮影、パソコンデータ入力、

喫茶サービスを始め 20 種目程度 

○障害者 

＜問い合わせ先＞ 県産業人材育成課技能五輪・アビリンピック推進室、(独)

高齢・障害・求職者雇用支援機構愛知支部高齢・障害者業

務課 

職親委託制度 

生活指導及び技能習得訓練等により、知的障害者の雇用促進と職場定着を高め

るため、事業経営者等を職親として登録しています。 ○知的障害者 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場  

○○自自営営にに関関すするる優優遇遇措措置置  

たばこ小売販

売業の許可 

身体障害者が申請する場合は、「距離基準」及び「取扱高基準」が各々2 割緩

和されます。 

○日本たばこ産業株式会社愛知支社許可担当に申請してください。 
○身体障害者 

＜問い合わせ先＞ 東海財務局理財課 

個人事業税の

免除 

重度の視覚障害のある方があん摩、マッサージ又は指圧、はり、きゅう、柔道

整復その他の医業に類する事業を行う場合、事業税は課税されません。 ○視覚障害者 

＜問い合わせ先＞ 県税事務所 

○○事事業業主主にに対対すするる制制度度  

障害者雇用納

付金制度に基

づく助成金制

度 

障害者を雇用することに伴う作業施設・設備等の改善、職場環境の整備、又は雇用管理、能力開

発等の特別な措置の実施をすることで、障害者の雇用や雇用の継続を図る事業主に対し、その費

用の一部が助成金として支給されます。 

○主な助成金制度は次のとおりです。 

 障害者作業施設設置等助成金   職場適応援助者助成金 

 重度障害者等通勤対策助成金   障害者介助等助成金   等   

＜問い合わせ先＞ (独)高齢・障害・求職者雇用支援機構愛知支部高齢・障害者業務課 

雇用助成金制度 

障害者の雇用の促進を図るため、障害者を雇用した事業主に対し、助成金が支給されます。 

○主な助成金制度は次のとおりです。 

 トライアル雇用助成金 

（障害者トライアルコース・障害者短時間トライアルコース）（国制度） 

特定求職者雇用開発助成金（国制度） 

中小企業応援障害者雇用奨励金（県制度） 

障害者の正社員化を図るために、障害者の支援を行った事業主に対し助成金が支給されます。 

キャリアアップ助成金［障害者正社員化コース］（国制度） 

＜問い合わせ先＞ 愛知労働局あいち雇用助成室、県就業促進課 

障害者の雇用

管理等に係る

相談・支援 

個々の企業に対し、障害者の雇用管理上の課題に対する助言や支援、障害者雇用に関する社員研

修への協力等を実施します。相談の費用は無料です。 

必要に応じて、地域の専門家（障害者雇用管理サポーター）と協力して支援する場合もあります

（障害者雇用支援人材ネットワーク事業）。 

＜問い合わせ先＞ 愛知障害者職業センター 

在宅就業障害

者支援制度 

在宅就業障害者（自宅等において就業する障害者）に仕事を発注する事業主に対し、障害者雇用

納付金制度において特例調整金・特例報奨金を支給します。また、事業主が在宅就業支援団体

（厚生労働大臣に申請し登録を受けた法人）を介して在宅就業障害者に仕事を発注する場合も対

象となります。 

＜問い合わせ先＞ (独)高齢・障害・求職者雇用支援機構愛知支部、高齢・障害者業務課 

優先発注制度 

（愛知県） 

障害者の雇用に努める企業等に対し、県が発注する物品等及び役務の優先的な発注に努めていま

す。 

＜問い合わせ先＞ 県障害福祉課、県就業促進課 

税制優遇措置 

障害者を雇用する事業主に対しては、所得税、法人税、固定資産税等の税制上の優遇措置が受け

られます。 

＜問い合わせ先＞ 税務署、市町村（税務担当課、名古屋市については市税事務所） 
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１１１１  障障害害ののたためめ、、選選挙挙のの投投票票所所にに行行けけまませせんん。。  

 

日本国民で 18 歳以上の方は、選挙権を有します。 

 投票日当日に障害のため選挙の投票所へ行けない方で施設に入所中の方については、施設によって

は、不在者投票ができる場合があります。また、郵便等による不在者投票の制度もあります。 

 

事事    業業  内内                          容容  対対象象者者  

郵便等による

不在者投票等 

【郵便等による不在者投票制度】 

市区町村の選挙管理委員会に投票用紙など必要書類を請求し、交付された投票用

紙に自宅等自分のいる場所において記載し、これを郵便等によって市区町村の選

挙管理委員会に送付することで投票を行うことができます。 

郵便等による不在者投票は、次のような障害のある方（○印に該当する方）また

は、要介護状態区分が「要介護 5」の方に認められています。 

 

身体障害者手帳 

障害名 
障害の程度 

1 級 2 級 3 級 

両下肢、体幹、移動機能の障害 ○ ○  

心臓、じん臓、呼吸器、 

ぼうこう、直腸、小腸の障害 
○ － ○ 

免疫、肝臓の障害 ○ ○ ○ 

 

戦傷病者 

手帳 

障害名 

障害の程度 

特 別

項症 

第 1 項

症 

第2項

症 

第 3 項

症 

両下肢、体幹の障害 ○ ○ ○  

心臓、じん臓、 

呼吸器、ぼうこう、直腸、

小腸、肝臓の障害 

○ ○ ○ ○ 

 

介護保険の被保険者証 
要介護状態区分 

要介護 5 

・ 郵便等による不在者投票を行うには、あらかじめ市区町村の選挙管理委員会

から郵便等投票証明書の交付を受ける必要があります。 

・ 市区町村の選挙管理委員会に対する投票用紙など必要書類の請求は、選挙の

期日前 4 日までに行う必要があります。 

 

【郵便等による不在者投票における代理記載制度】 

郵便等による不在者投票をすることができる方で、かつ、次のような障害のある

自ら投票の記載をすることができない方（○印に該当する方）は、あらかじめ市区

町村の選挙管理委員会に届け出た方（選挙権を有する方に限る）に投票に関する

記載をさせることができます。 

身体障害者手帳 
障害名 

障害の程度 

1 級 

上肢、視覚の障害 ○ 

 

 

 

戦傷病者 

手帳 

障害名 

障害の程度 

特別

項症 

第１

項症 

第２

項症 

上肢、視覚の障害 ○ ○ ○ 

※なお、身体障害者手帳等における障害の程度が上記に該当しない場合であって

も、都道府県知事等の証明により制度を活用できる場合があります。 

○身体障害者 

○戦傷病者 

○要介護者 

＜問い合わせ先＞ 市区町村役場（選挙管理委員会） 
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